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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 28,042,748,215

未成受託業務支出金 47,776,926,828

貯蔵品 44,606,508,490

前払金 7,505,036,462

前払費用 120,755,234

未収収益 13,909,257

未収消費税等 898,608,285

未収入金 779,135,681

　　　　流動資産合計 129,743,628,452

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 68,112,290,197

減価償却累計額 12,850,814,510

減損損失累計額 4,673,891 55,256,801,796

構築物 11,157,201,522

減価償却累計額 3,447,055,205 7,710,146,317

機械装置 92,936,845,424

減価償却累計額 62,095,167,981 30,841,677,443

航空機 367,052,610

減価償却累計額 318,841,553 48,211,057

人工衛星 161,890,119,012

減価償却累計額 87,018,449,108 74,871,669,904

車両運搬具 383,013,843

減価償却累計額 212,297,881 170,715,962

工具器具備品 28,845,487,030

減価償却累計額 16,553,705,898 12,291,781,132

土地 70,778,313,922

建設仮勘定 398,710,125,413

　　有形固定資産合計 650,679,442,946

２　無形固定資産

工業所有権 181,062,410

電話加入権 2,130,000

施設利用権 24,073,607

ソフトウェア 3,505,081,179

工業所有権仮勘定 269,375,159

ソフトウェア仮勘定 104,191,817

　　無形固定資産合計 4,085,914,172

３　投資その他の資産

長期前払費用 2,408,440

敷金 70,636,711

　　投資その他の資産合計 73,045,151

　　　　固定資産合計 654,838,402,269

　　　　　　資産合計 784,582,030,721

貸　　借　　対　　照　　表

（平成１９年３月３１日）
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 10,658,623,036

預り施設費 537,282

預り補助金等 44,920,518

預り寄附金 86,785,118

未払金 19,230,593,579

未払費用 76,353,532

未払法人税等 23,716,100

前受金 48,350,785,447

預り金 2,407,785,049

前受収益 2,069,778

短期リース債務 2,075,348,160

　　　　流動負債合計 82,957,517,599

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 50,736,361,635

資産見返補助金等 20,153,230,084

資産見返寄附金 1,085,282,531

資産見返物品受贈額 18,469,909,968

建設仮勘定見返運営費交付金 76,290,402,081

建設仮勘定見返施設費 2,153,570,988

建設仮勘定見返補助金等　 94,650,491,425 263,539,248,712

長期リース債務 2,187,570,262

　　　　固定負債合計 265,726,818,974

　　　　　負債合計 348,684,336,573

資本の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 544,401,941,559

民間出資金 6,119,132

　　　　資本金合計 544,408,060,691

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 △ 20,821,238,709

損益外減価償却累計額（△） △ 87,048,414,018

損益外減損損失累計額（△） △ 12,347,751

　　　　資本剰余金合計 △ 107,882,000,478

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 628,366,065

　　　　（うち当期総利益　2,904,868,224　）

　　　　繰越欠損金合計 628,366,065

　　　　　資本合計 435,897,694,148

　　　　　　負債資本合計 784,582,030,721
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（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 19,861,581,654

業務委託費 28,654,071,728

研究材料費 30,750,134,097

減価償却費 51,200,880,308

役務費 17,181,479,319

保守及び修繕費 5,596,806,258

その他の業務費 12,738,426,480 165,983,379,844

受託費

人件費 1,306,488,513

業務委託費 11,041,059,009

研究材料費 47,286,772,224

減価償却費 1,032,133,907

役務費 4,818,957,029

保守及び修繕費 112,542,199

その他の受託費 1,317,367,058 66,915,319,939

一般管理費

人件費 3,031,820,350

業務委託費 90,731,869

減価償却費 49,513,862

役務費 334,434,132

保守及び修繕費 43,478,731

その他の一般管理費 988,981,127 4,538,960,071

財務費用

支払利息 65,692,366

雑損

雑損 57,880,250

　　経常費用合計 237,561,232,470

経常収益

運営費交付金収益 87,487,615,116

受託収入

政府関係受託収入 66,781,668,626

民間等受託収入 444,754,155 67,226,422,781

財産賃貸等収入 104,037,979

補助金等収益 14,812,478,024

施設費収益 489,806,117

寄附金収益 23,824,748

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 26,652,841,406

資産見返補助金等戻入 5,972,917,975

資産見返寄附金戻入 213,816,189

資産見返物品受贈額戻入 37,273,102,696 70,112,678,266

財務収益

受取利息 35,871,919

為替差益 6,285,412 42,157,331

雑益

消費税等還付金 898,608,285

雑益 369,807,219 1,268,415,504

　　経常収益合計 241,567,435,866

経常利益 4,006,203,396

臨時損失

固定資産売却損 19,079,815

固定資産除却損 253,966,697

貯蔵品除却損 1,429,970,910 1,703,017,422

臨時利益

固定資産売却益 1,197,617

資産見返運営費交付金戻入 194,231,771

資産見返補助金等戻入 351,637,302

資産見返寄附金戻入 3,670,962

資産見返物品受贈額戻入 74,660,698 625,398,350

税引前当期純利益 2,928,584,324

法人税、住民税及び事業税 23,716,100

当期純利益 2,904,868,224

目的積立金取崩額 －

当期総利益 2,904,868,224

損　　益　　計　　算　　書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
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　　　　　　　（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 21,957,089,644

業務活動に伴うその他経費支出 △ 84,530,825,884

受託業務活動に伴う人件費支出 △ 1,067,542,842

受託業務活動に伴うその他経費支出 △ 49,379,756,241

科学研究費補助金等支出 △ 517,880,292

その他の業務支出 △ 397,987,427

運営費交付金収入 138,293,436,000

受託収入 49,546,205,849

財産賃貸収入 85,214,827

補助金等収入 33,259,760,350

補助金等の精算による返還金の支出 △ 121,713,323

寄附金収入 28,171,020

科学研究費補助金等収入 514,431,244

消費税還付金等による収入 690,635,379

その他の業務収入 377,535,673

　　　　小計 64,822,594,689

利息の受取額 22,061,848

利息の支払額 △ 82,578,313

法人税等の支払額 △ 19,865,100

 業務活動によるキャッシュ・フロー 64,742,213,124

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預け入れによる支出 △ 30,000,000,000

定期預金の払い戻しによる収入 30,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 74,529,113,333

無形固定資産の取得による支出 △ 1,759,555,045

有形固定資産の売却による収入 1,197,617

投資その他の資産の取得による支出 △ 3,437,000

投資その他の資産の返還による収入 2,684,798

施設費による収入 9,299,955,430

施設費の精算による返還金の支出 △ 59,281,400

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 67,047,548,933

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 3,542,807,263

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,542,807,263

Ⅳ 資金に係る換算差額 1,119,623

Ⅴ 資金減少額 △ 5,847,023,449

Ⅵ 期首資金残高 33,889,771,664

Ⅶ 期末資金残高 28,042,748,215

キャッシュ・フロー計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 165,983,379,844

受託費 66,915,319,939

一般管理費 4,538,960,071

財務費用 65,692,366

雑損 57,880,250

臨時損失 1,703,017,422

法人税、住民税及び事業税 23,716,100 239,287,965,992

(2) (控除) 自己収入等

受託収入

政府関係受託収入 △ 66,781,668,626

民間等受託収入 △ 444,754,155

財産賃貸等収入 △ 104,037,979

寄附金収益 △ 23,824,748

資産見返寄附金戻入 △ 213,816,189

財務収益 △ 42,157,331

雑益 △ 1,192,707,085

臨時利益 △ 4,868,579 △ 68,807,834,692

業務費用合計 170,480,131,300

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 32,158,399,148

損益外減損損失相当額 12,347,751

損益外固定資産除却相当額 77,710,526 32,248,457,425

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 1,337,884,781

Ⅳ 機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又
は減額された使用料による貸借取
引の機会費用 138,706,174

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用 7,432,529,958 7,571,236,132

Ⅴ (控除) 法人税等及び国庫納付額 △ 23,716,100

Ⅵ 行政サービス実施コスト 211,613,993,538

行政サービス実施コスト計算書

(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日)
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１． 運営費交付金収益の計上基準 

費用進行基準を採用しております。 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 30 ～ 50 年 

機械装置 4 ～ 10 年 

人工衛星 1 ～  7 年 

なお、人工衛星については、原則として設計寿命から製作完了後定常運用 

移行までの期間を差し引いた期間を基礎として算出しております。 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 86）の減価償却相当額に 

ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示してお

ります。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期

間（2～5年）に基づいております。 

 

３． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職

給付に係る引当金は計上しておりません。 

また、厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金によ

り厚生年金基金への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされ

るため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、

会計基準３８に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当

金の当期増加額を計上しております。数理計算上の差異については、その発生

時の職員等の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により

翌期から費用処理しております。 
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４． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成受託業務支出金 

 個別法による低価法を採用しております。 

(2)貯蔵品 

 個別法による低価法を採用しております。 

 

５． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差 

額は損益として処理しております。 

 

６． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1)国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機

会費用の計算方法 

①近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

②無償貸付をうけている研究開発用資産に対し減価償却を行ったと仮定

した場合の 18 年度減価償却相当額を計上しております。 

(2)政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 19 年 3 月末利回りを参考に 1.65%で計算しておりま

す。 

 

７． リース取引の処理方法 

リース料総額が 3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 3百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８． 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．会計方針の変更 

 

  １．固定資産の減損に係る会計基準 

 

     当事業年度より、「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固

定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（平成 17 年 6 月 29 日設定）

を適用しております。この変更により、従来と同一の方法を採用した場合と比
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べ、建物が 4,673,891 円、電話加入権が 7,673,860 円減少しておりますが、

損益に与える影響はありません。 

 

Ⅲ．追加情報 

 

１．輸入品等に関する特約について 

当期末の契約の内には、契約は邦貨で行うものの委託先の海外調達価格を予

定レートで換算しており、契約終了時等に実際に支払った為替レートを基礎と

して精算を行う旨の特約条項がついている契約があります。 

 

 

Ⅳ．重要な債務負担行為 

 

重要な債務負担行為は 119,906,144,520 円であります。 
 

Ⅴ．重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 

 
Ⅵ．貸借対照表関係 

 

１． 運営費交付金で財源措置されるべき退職給付の見積額は 29,344,739,648 円で 

あります。 

 

２．当期に減損を認識した固定資産は以下のとおりであります。 

(1)鳩山職員宿舎 

     ① 固定資産の概要 

用途  職員用宿舎（廃止済） 

       種類  建物 

       場所  埼玉県比企郡鳩山町松ヶ丘 1-1-1 

       減損前の帳簿価格（平成 18 年度期首）  69,934,279 円 

     ② 減損の認識に至った経緯 

地球観測センターに勤務する職員用の宿舎として、JAXA 設立に際し承継し

ましたが、地球観測センターの業務の見直し等により入居利用の減少が著し

かったため、平成 17 年 4 月 18 日付で宿舎の廃止決定が行われ、平成 17 年 9

月 6日付で宿舎の売却決定が行われました。 

③ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要

な固定資産ごとの内訳 
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損益計算書に計上した減損額：0円 

損益計算書に計上しない減損額：4,673,891 円（損益外減損損失累計額

で計上） 

④ 算定方法等の概要 

減損額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定

評価額から処分費用を控除して算定しております。 

(2)電話加入権 

① 固定資産の概要 

  用途  通信の用 

  種類  電話加入権 

  場所  全法人内 

  減損前の帳簿価格（平成 18 年度期首）  9,803,860 円 

② 減損の認識に至った経緯 

  上記資産については、出資を受けた時点の 1回線当たりの評価額に比べ、

平成 18 年度期首における評価額が約 80％下落しており、市場価格の回復

は見込まれないことから、減損を認識しました。 

③ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要

な固定資産ごとの内訳 

損益計算書に計上した減損額：0円 

損益計算書に計上しない減損額：7,673,860 円（損益外減損損失累計額

で計上） 

          ④ 算定方法等の概要 

減損額は使用価値相当額が正味売却可能価額より高かったため、使用価

値相当額により測定しており、使用価値相当額は実勢価格（国税庁財産評

価基本通達）に基づいて算出しております。 

 

Ⅶ．損益計算書関係 

   

ＬＵＮＡＲ－Ａ計画については、平成 19 年 1 月に中止とすることが決定されま

した。これに伴いＬＵＮＡＲ－Ａに係る 14,510,832,632 円を建設仮勘定から当期

の研究材料費に振り替えております。 

 

 

Ⅷ．キャッシュ･フロー計算書関係 

 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金  28,042,748,215 円 

資金期末残高  28,042,748,215 円 

－ 9 － 



 

２． 重要な非資金取引 

（１）現物出資の受入等による資産の取得 

                         541,463,786 円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得 

   1,798,377,965 円 

 

 

 

Ⅸ．行政サービス実施コスト計算書関係 

 
行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出向

職員に係るものの額は 66,336,217 円であります。 

－ 10 － 



損失の処理に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 628,366,065

　当期総利益 2,904,868,224

　前期繰越欠損金 3,533,234,289

Ⅱ 次期繰越欠損金 628,366,065

－ 11 －
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